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都議選について
東京都議会議員選挙は「安倍自公政権の暴走政治への審判」と「東京都政の転換」が大きな争点でした（マスコミは自民対小池新党を強調していました）。
結果は、小池百合子都知事が代表の都民ファーストの会が５５議席（後からの公認を含む）で第１党となり、都民ファーストの会と公明党などを合わせた小池知事支持派が過半数以上を占めました。

自民党は前回の５９議席を大幅に減らす２３議席と大惨敗でした。
日本共産党は現有１７議席を上回る１９議席を獲得して躍進しました。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ争点の１つ「安倍政治への審判」では、「森友学園」疑惑、「加計学園」疑惑という国政私物化、「共謀罪」法の強行採決など国民の声に耳を傾けない暴走への審判でした。安倍首相の号令を受けて自民党が年内にも改憲案をまとめようとする憲法破壊から、世界に誇る日本の宝９条を守りぬき、国政を私物化する安倍自公政権に首都東京から「レッドカード」を出す事が出来ました。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐもう１つの争点｢東京都政の転換｣は、①築地市場の豊洲移転問題と②逆立ちした都政(大型開発優先)にメスを入れて福祉と暮らしを立て直す２つでした。　ｐ①市場問題についての小池都知事の方針である「築地を守る」という事と、「豊洲移転」という事は、根本的に矛盾しています。｢築地ブランド｣を守るというなら、｢食の安全・安心｣に責任を負い、「豊洲移転」の方針を再検討するべきです。　　　　　　　　　ｐ②福祉と暮らしの問題では、総事業費４兆円もの東京外環道路など不要不急の巨大開発にメスを入れ、一般会計予算の４％を充てれば、国保料引き下げ、認可保育園増設、介護充実、シルバーパス負担軽減、大学生への給付奨学金などの都民の緊急要求は全て実現できます。都政に｢福祉の心｣を取り戻して欲しい。
ｐ日本共産党は「安倍自公政権の憲法破壊と国政の私物化が問われるなかでの選挙で、過去最低の議席になるということは、当然今後の国政に重大な影響を与えることになる。この間、野党が要求しているようにこの結果を受け、臨時国会をただちに開会するべきだ」と主張しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
６月議会終わる
６月議会は、７月３日まで行われ、市長提出議案４０議案と追加の人事案件（教育委員、農業委員）をすべて可決し、請願２件は不採択として閉会しました。

７月から上下水道料金の大幅値上げ、来年４月から市立幼稚園の利用者負担額の値上げと合わせて桑名市の施設の利用料が１２０％以上の値上げになります。

日本共産党桑名市議団は、４０議案中、①値上げ関連の２９議案（下記）、②平成２９年度一般会計補正予算（学校給食業務委託と駅西中断移転住宅の債務負担行為など）、③上下水道事業経営審議会条例の一部改正（料金値上げのための審議会）、④工事施工に関する協定の締結―近鉄自由通路新設と駅舎改築（工事の鉄道業者への丸投げ）の合計３２議案に反対し、請願２件は賛成しました。追加議案である教育委員、農業委員（今回から選挙ではなく、市長の任命制に）の同意には賛成しました。

【値上げ関連の２９議案＝条例の一部改正】市民会館(＊)（全面改正の為条例の制定に)、多目的ホール、新西方コミュニティセンター、多度東部多目的集会所、多度南部コミュニティプラザ、多度北部コミュニティセンター、総合福祉会館、長島福祉健康センター、福祉センター、多度すこやかセンター、隣保館、斎場(＊)、輪中の郷（産業活性化センター）(＊)、輪中の郷（ふるさとセンター）、漁業交流センター(＊)、長島水辺のやすらぎパーク、都市公園、自転車等駐車場、長島防災コミュニティセンター、公民館、図書館、大山田コミュニティプラザ、スター２１、プレイルーム、長島ふれあい学習館、陽だまりの丘生涯学習交流センター、体育施設(＊)、博物館(＊)、六華苑。
注：(＊)は、使用料等の値上げ以外の変更が含まれています。
請願は、農民運動三重県連合会から出された「農業者戸別所得補償制度の復活を求める請願」と「介護をよくする桑名の会」からの「介護保険の新『総合事業』において、みなし指定終了後も専門職による『現行相当サービス』を廃止せず、充実を求める請願書」の２件でした。いずれも共産党市議団は紹介議員です。
請願については、議会はもっと勉強して、議論を深めて貰いたいと感じました。
２０１７年６月議会一般質問に対する当局の答弁　　　（）内は星野の意見
【質問１】教育問題に関して、小中一貫教育について
①「桑名市学校教育あり方検討委員会」の答申は、最初から結論が決まっていたのではないか　②小中一貫教育の導入の議論は何処でなされたのか　③市長の選挙公約ー多度地区でのモデル校実施と「委員会」の答申について
【答弁】これまで培ってきた小中連携をベースにして、桑名市に合った形で全市的に小中一貫教育に取り組むべきという答申を貰った。多度町の小規模校、奈良県の小中一貫校各１校の視察を行った上で、ワークショップ＝ＷＳなどの手法も活用しながら議論した（ＷＳを始めたのは「中間とりまとめ」の後であり、議論されたか議事録にはない）。多度地区は少子化が進行し複式学級が生じる可能性があり、子どもたちを一体的に育んでいきたいという地域の願いがある事や「中間とりまとめ」を参考に、市長は判断したのではないか。「委員会」は分散進学がなく小規模化が進む中学校区が望ましいという事で選定したと考える（無駄な作業を１年もやっていたのではないか）。
【質問２】都市計画に関して(１)桑名駅周辺土地利用構想懇話会の提言
1 桑名市の顔となるシンボル空間は　②駐輪場機能の拡充、駅西無料駐輪場は
【答弁】①市民、桑名市を訪れる多くの方に市の魅力を感じていただける空間を創造し、玄関口としてふさわしい桑名駅周辺につなげていきたい（３月議会答弁と変わっていない。スピード感を持って対処を）。②観光客が車を利用しなくても済むよう各所にコミュニティサイクルを導入し、周遊性の向上を図るため駐輪場を拡充する。駅西無料駐輪場は廃止する。代替地を検討中だが、総ては対応できず、出来れば市営・民間の有料駐輪場を利用して欲しい（住民負担をどこまで強要するのか。これでは桑名に住む人がいなくなる）。
【質問３】都市計画に関して（２）空き家対策について
1 計画にある予防は、開発の制限をする事ではないか、駅東地区建築制限は

【答弁】新規の開発を制限することで、需要が供給を上回ると、住宅を必要とする方は既存の住宅を購入することになるため、空家予防に効果があると考えられるが、問題もある。駅東地区の特別用途地区の設定は、建築制限による賑いのあるまちづくりの形成など、まちの魅力が増大し、地区内の空家の予防につながる(マンションを建て賑わいが戻るという妄想は止めるべき。マンションの規制を)。
【質問４】市民農園の廃止、利用者の意見を聞く耳を持っているのか
1 土地所有者と利用者に対する交渉の進行状況を説明して下さい　　　　　　　　
【答弁】採算性に乏しく（採算を言うのは条例の目的から間違っている）、近くに民間の農園があるから閉鎖の方向で検討。４月１４日の説明会で利用者からはいろんな意見を貰った。地権者には、市の方針を説明し、協議、整理しているところ（現在どうなっているのか、具体的な状況の説明を求めるが進展なし）。
【質問５】市長の台湾訪問を質す、何故台湾なのか
①訪問の目的は　②どういう｢国｣と理解しているのか　③経費は何処から支出　
④今回、小学校で台湾についてどう教えたかー歴史、国際的立場、日本の姿勢等々
【答弁】三重県と高雄市が国際交流促進覚書を締結したことから、三重県からの呼びかけに応じた。ジュニアサミットが開催され、世界から注目されている中この機会を逃さず、国際交流を促進していくため台湾を訪問した。経費は地方創生加速化交付金の繰越明許した｢国際観光まちづくり事業費｣から。事前学習は、台湾の言葉、料理、観光地など紹介のみ(教育長にちゃんとした台湾の教育を要望)。
９条守り２５条実質化こそ
６月２４日「生活保護問題対策全国会議１０周年記念集会」に参加しました(報告書は作成中)。代表幹事の尾藤廣喜弁護士の話が、しんぶん赤旗６月１８日「安倍改憲発言　異議あり！」に掲載されましたので紹介します。尾藤先生は、２００９年桑名市で生活保護餓死事件があった時に調査団長として桑名に来ていただいています。会議では、２００９年と２０１０年の２回、桑名市と共に研修会を実施しています。

安倍首相は２０２０年までに憲法９条に自衛隊を明記する「改憲」を実現したいと公言しています。
しかし、政府が行うべきことは、憲法９条を変える事ではなく、９条を守り、さらに２５条（生存権）を実質化する事です。
格差の広がりと貧困の深化は、すさまじい勢いで進行しています。今や日本の貧困は特定の世代・性別に限られた問題ではありません。貧困の原因に合わせた対策が必要です。
私たちは憲法２５条に基づいて国に貧困対策を権利として請求できるのです。生存権保障を実質化するため、国の責任で社会保障制度を充実させることこそが強く求められています。
安倍政権が次々と社会保障制度の改悪を実行する根本には、２０１２年に成立した社会保障制度改革推進法と２０１３年に成立した社会保障改革プログラム法があります。これらは憲法２５条の理念に反して、“社会保障・社会福祉は自助、共助が基本である”との考えを柱にしています。
しかも、その財源を消費税に求めています。そこでは｢権利としての社会保障｣の考え方も国の責任も大きく後退しています。法律による憲法２５条の空洞化が行われているといっても言いすぎではありません。
安倍政権は、社会保障における「国の責任」の後退の理由として、｢財政危機｣をあげています。一方で、大企業には優遇税制を施し、一握りの富裕層に富が集中しています。しかも、社会保障財政を削減して、これを軍事費に充てようとしています。
誰もが平和でいきいきと希望をもって生きられる社会をつくることは、私たちの願いです。「戦争のできる国」にしないためには、全ての人の生命と暮らしを保障することを国の基本におかなければなりません。
その意味で、憲法９条を守り、２５条を実質化することは車の両輪です。この二つの流れを大きく集め、運動をさらに広げることによって、情勢を変えることは必ずできます。[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































